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第１項 通貨金融法典 L. 4112 条第１号もしくは第２号または同法
典 L. 41121 条所定の公募以外の公募による設立
第２項 公募をしない設立あるいは通貨金融法典 L. 4112 条第１号






















































（６） modalités de son fonctionnement
翻
訳
































































































































































































































































































































































































（13） état de la qualité de société à mission
（14） comité de mission
（15） rapport de gestion
翻
訳









































（16） Comité français d’accréditation
（17） Coordination européenne des organismes d’accréditation









































L. 2217 条 ① 業務執行者により作成された事業報告・財産目録・年次計
算書類は，当該会計年度結了の日から起算して６月の期間内に社員総会の承認
（20） référent de mission
翻
訳





















L. 22171 条（2014年12月30日法律第20141662号第12条Ⅰ第１号） ①
L. 2251023 条は，そのⅢを除き，その無限責任社員の全員が有限会社または
株式発行会社である合名会社に対して適用される。























120（1430） 法と政治 71巻 4号 （2021年 2月）
公告の対象となる。
（合名会社の支払報告の開示）















































L. 22113条（2019年10月21日オルドナンス第20191067号第２条） ① 会
社持分は，流通証券により表章されることはできない。当該規定を不知のもと

























































法と政治 71巻 4号 （2021年 2月） 123（1433）
（現物出資の評価）













































124（1434） 法と政治 71巻 4号 （2021年 2月）
（デクレ所定の金額）





































法と政治 71巻 4号 （2021年 2月） 125（1435）
は，当該条文が L. 22851条（2017年７月12日デクレ第20171165号第１条第１号
により削除）《第２項》，および R. 22861条ないし R. 22864条の適用条件を決
定するという場合を除いて，社債権者団体の代表者に適用されうる。




















施行） 会社持分の譲渡人または譲受人は，R. 2219 条所定の条件において譲
渡証書の付託手続をすることができる。
（業務執行者の選任・権限・権限の制限）
L. 22318条 ① 有限会社は，１人または２人以上の自然人によって，そ
の業務が執行される。
② 業務執行者は，社員以外からも選ばれることができる。業務執行者は，















































法と政治 71巻 4号 （2021年 2月） 127（1437）


























































① L. 2251023 条は，Ⅳを除き，有限会社に適用される。








































































（2018年２月28日デクレ第2018146号第２条）《R. 22318条ないし R. 22320条，



















L. 22329条 ① 会議または書面投票の場合においては，決定は，２分の
翻
訳




















































































































































法と政治 71巻 4号 （2021年 2月） 135（1445）
（2019年10月21日オルドナンス第20191067号第２条）
（創立総会の招集および権限）











































136（1446） 法と政治 71巻 4号 （2021年 2月）
これを欠く場合は，》発起人もしくはそのうちの１人の請求にもとづく裁判所
の決定をもって，選任される。当該出資検査役は，（2016年12月９日法律第












































L. 225112 条（2019年10月21日オルドナンス第20191067号第２条） 本款
本項所定の規定は，通貨金融法典 L. 4112 条第１号もしくは第２号または同
法典 L. 41121 条所定の公募には適用されない。
第２項 公募をしない設立あるいは通貨金融法典 L. 4112 条第１号もしくは





ス第20191067号第２条）《，あるいは通貨金融法典 L. 4112 条第１号もしく
は第２号または同法典 L. 41121 条所定の公募手続がなされる》場合には，L.
2252 条，L. 2254 条，L. 2257 条，L. 2258 条第２項第３項および第４項，L.



















いは通貨金融法典 L. 4112 条第１号もしくは第２号または同法典 L. 41121 条








































































140（1450） 法と政治 71巻 4号 （2021年 2月）
いは会社による授権の執行期間につき社会保障法典 L.13711条（2019年７月




























（35） engagements de retraite à prestations
翻
訳








































































































Ⅱ．－① 従業員を代表する取締役の数は，L. 22517条および L. 22518条所定
の取締役の数が（2015年８月17日法律第2015994号第184条ⅠA第４号）《8》名
を超える会社においては２名以上でなければならず，また当該取締役の数が














144（1454） 法と政治 71巻 4号 （2021年 2月）
（2015年８月17日法律第2015994号第184条ⅠA第４号）《8》名以下の会社にお
いては１名以上でなければならない。
② 従業員を代表する取締役は，L. 22517条および L. 22518条所定の取締役












１号 会社およびその会社住所が L. 22528条所定の要件においてフランス
領土に定められた直接もしくは間接子会社の従業員を対象とする選出組織；














または労働法典 L. 23511 条の意味におけるヨーロッパ会社については，同法
（39） 社会及び経済委員会
（40） comité d’entreprise européen
翻
訳
法と政治 71巻 4号 （2021年 2月） 145（1455）
典 L. 235216条所定の従業員代表組織もしくはこれが存在しない場合には同法



























L. 225302 条（2013年６月14日法律第2013504号第９条Ⅰ第７号） 従業
員により選出されまたは L. 225271 条を適用して選任された取締役は，自己
の請求にもとづき，当該会社の負担において，その委任の実行に適合した職業
（41） comité de la société européenne
























の一部は，当該会社，または L. 2333 条の意味において当該会社が支配する
会社もしくは当該会社により支配されている会社において行われる。従業員に




L. 22532条 ① 労働契約の破棄は，従業員により選出され（2013年６月14
日法律第2013504号第９条Ⅰ第９号）《または L. 225271 条を適用して選任
され》た取締役の委任を終了させる。
② 従業員により選出され（2013年６月14日法律第2013504号第９条Ⅰ第９












L. 22535条 ① （2001年５月15日法律第2001420号）《取締役会は，（2019
（43） formation
（44） crédit d’heures



















































































（50） administrations fiscales et douanières
翻
訳
法と政治 71巻 4号 （2021年 2月） 149（1459）
なされうる決定の種類を限定し，かつ一定数の取締役のために異議申立権を規
定することができる。》（2019年７月19日法律第2019744号第15条）《定款はま





















L. 225371 条（2011年１月27日法律第2011103号第８条Ⅰ） 取締役会は，
（2018年９月５日法律第2018771号第104条）《これが適用される場合には，労


































〔同法典〕 L. 23238 条１の２条所定のデータを基準として，》審議する。》
（上場会社における報酬政策）






















































































報酬政策および L. 225373 条Ⅰ所定の情報に関する最終の株主の投票が考慮さ
れている状態，ならびに，最終の総会時に示された意見があるときは当該意見；
７号 L. 225372 条Ⅱ所定の報酬政策の重要な修正の総会による承認が必要
な場合は当該承認を停止条件として，新規に指名されもしくはその委任が更新さ
れる会社受任者に対する報酬政策の規定の適用方法；
























条および L. 137112 条所定の制度の特徴に対応して定義された退職給付契約の
翻
訳


















































































法と政治 71巻 4号 （2021年 2月） 155（1465）
については，コンセイユ・デタの議を経たデクレにより定められる。
（企業統治報告における会社受任者の報酬等の情報）
























































































法と政治 71巻 4号 （2021年 2月） 157（1467）
ついて株主総会により付与された現在有効な授権であって，かつ当該会計年度
中に実行されたことが明らかとなった当該授権の要旨の一覧表；







































































２号 議決権の行使および株式の譲渡に対する定款上の制限または L. 233
11条の適用上当該会社に報告される合意条項；










（70） offre pubique d’achat
（71） offer publique d’échange
翻
訳





























R. 22530条 ① 取締役会長は，L. 225221 条，L. 22538条または L. 22542
1 条を適用して授権され（2017年４月25日デクレ第2017630号第３条Ⅰ）《かつ

































































R. 22530条 （前述 L. 22538条の参照条文）
（会計監査役の特別報告）




























































































③ 《 L. 22538条を適用して取締役会により与えられた授権は，コンセイユ・
デタの議を経たデクレ所定の方法および期間内に公表される。




















































法と政治 71巻 4号 （2021年 2月） 165（1475）
（取締役の報酬制限）
L. 22544条 ① （2012年３月22日法律第2012387号第６条Ⅲ）《L. 22521
1 条，L. 22522条（2013年７月14日法律第2013504号第９条Ⅰ第12号）《，
L. 22523条，L. 22527条および L. 225271 条》の留保のもとに，取締役は，
（2019年５月22日法律第2019486号第103条）《本法典》L. 22545条，L. 22546














































































































168（1478） 法と政治 71巻 4号 （2021年 2月）














法と政治 71巻 4号 （2021年 2月） 169（1479）
